
別紙4

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

Ⅰ 資産の部

　１ 流動資産

　　現金預金

　　　現    金 現金手許有高 ― 運転資金として ― ― 54,884

　　　預    金 関西みらい銀行　弥刀支店 ― 運転資金として ― ― 52,409,508

小計 52,464,392

　　事業未収金 国保連 ― 2-3月 障害児入所給付費収入等 ― ― 15,702,350

　　未収金 経営者協議会 ― モニター会員協力費 ― ― 10,000

　　未収補助金 大阪府 ― 介護職員等処遇改善支援補助金等 ― ― 947,238

流動資産合計 69,123,980

　２ 固定資産

　(１)基本財産

　　土    地
東大阪市大蓮東四丁目140
番地1

―
第１種社会福祉事業である
向陽学園に使用

― ― 337,160,116

　　建    物
東大阪市大蓮東四丁目140
番1・140番3・143番3・143
番11

2011年度
第１種社会福祉事業である
向陽学園に使用

459,475,542 204,619,989 254,855,553

基本財産合計 592,015,669

　(２)その他の固定資産

物置（南側）、 2000年度 534,000 533,999 1

倉庫（駐車場）、 2008年度 4,620,000 3,344,880 1,275,120

倉庫（駐車場）第２次工事 2009年度 945,000 676,620 268,380

　　構 築 物
園庭ﾌﾟｰﾙ,施設外溝,ﾌﾞﾗﾝｺ,
砂場,屋上ｶﾞｰﾃﾞﾝﾃﾗｽ&ﾌｧｰﾑ

―
第１種社会福祉事業である
向陽学園に使用

24,239,458 17,315,377 6,924,081

　　車輌運搬具 ホンダ・ヴェゼル他２台 ― 利用者送迎用車両 7,642,058 7,642,055 3

　　器具及び備品 シュレッダー・書棚他 ― 学園の事業に使用 19,810,989 14,306,996 5,503,993

　　ソフトウェア 栄養士ソフト他 ― 園生献立作成等に使用 520,470 503,622 16,848

　　退職給付引当資産
大阪民間社会福祉事業従事
者共済会制度

― 職員退職時に使用 ― ― 13,038,732

　　長期前払費用 火災保険、ｿﾌﾄｻﾎﾟｰﾄ保守 ― 複数年契約の支払い ― ― 335,328

　　措置施設繰越特定預金 ― ― ― 20,500,000

　　　人件費積立資産 人件費積立金 ―
人件費の支出に使用するた
め積み立てている定期預金

― ― 9,500,000

　　　施設整備等積立資産 施設整備等積立金 ―
整備・修繕等に使用するた
め積み立てている定期預金

― ― 11,000,000

　　借入金償還金積立資産 借入金償還金積立金 ―
設備資金借入金の返済に使
用するため積み立てている
定期預金

― ― 7,000,000

その他の固定資産合計 54,862,486

固定資産合計 646,878,155

資産の部合計 716,002,135

Ⅱ 負債の部

　１ 流動負債

　　事業未払金 ３月分給食委託費他 ― ― ― 13,558,491

　　1年以内返済予定設備
　  資金借入金

独立行政法人福祉医療機構 ― ― ― 7,176,000

　　預り金 ― ― ― 0

　　職員預り金 ３月分保険料他 ― ― ― 3,486,531

　　仮受金 契約児童の預り金 ― ― ― 0

　　賞与引当金 賞与支払い ― ― ― 7,577,063

流動負債合計 31,798,085

　２ 固定負債

　　設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構 ― ― ― 51,428,000

　　退職給付引当金
大阪民間社会福祉事業従事
者共済会制度

― ― ― 16,229,794

固定負債合計 67,657,794

負債の部合計 99,455,879

差引純資産 616,546,256

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させるものとする。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、

　各資産の使用目的を簡潔に記載する。なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減価損失累計額を

　含むものとする。また、ソフトウェアについては、取得価格から貸借対照表価格を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。

財産目録
令和6年3月31日 現在

(法人名)社会福祉法人　向陽学園

　　建    物 資料の保管


